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消防団を取り巻く現状について

令和７年度副団長研修
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1 長崎市を取り巻く状況
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(1) 現状と課題
長崎市は100年に一度とも言える大きな進化の時期を迎え

ており、出島メッセ長崎や西九州新幹線の開業、民間にお
いては、新長崎駅ビルや長崎スタジアムシティなど官民をあ
げた新たなまちの基盤の整備が進んでいます。

1 ⻑崎市を取り巻く状況

昭和50年をピークに約50万人いた人口は、令和
４年７月には初めて40万人を下回り、現在までの
約50年間で11万人以上が減少し、人口減少が著し
い状況にあります。また、「年少人口」が減少の
一途をたどる中、「老年人口」の増加が継続して
おり、少子化と高齢化が同時に進行している厳し
い状況になっています。

人口推移と 将来推計 撮影：石井 紀久
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長崎市の人口減少の要因は自然減（出生者数と死亡者数の差による減少）と社会減（転入者数と転出者数の差によ
る減少）の両面によるもので、特に近年は高い水準で人口減少が継続しています。

自然動態については、毎年死亡者数が増加、出生数が減少していることにより、自然減が拡大しています。
社会動態については、戦後では昭和35年、40年、平成27年を除くすべての年で転出者数が転入者数を上回って

いることにより、社会減が継続しています。

1 ⻑崎市を取り巻く状況

5
*国立社会保障・人口問題研究所

厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度についての研究を行っている。
令和２年国勢調査による人口を基準に、全国及び地域別に出生・死亡・移動に関する実績値をもとに仮定値を設定し、令和32年（2050年）までの将来人口を推計している。

1 ⻑崎市を取り巻く状況

このような状況にある中、国立社会保障・人口問題研究所*  が令和２年の国勢調査人口をもとに算定した将来人口推
計（令 和５年。 12月公表）によると、令和32年の長崎市の人口は約28万人であり、令和２年からの30年間で７割弱の
規模まで縮小する とされています。これは前回の平成27年の国勢調査人口をもとに算定した将来推計人口（平成30
年３月公表）から下方修正されている状況にあります。
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【歳出】

1 ⻑崎市を取り巻く状況

財政

長崎市の財政状況について、令和５年度決算（普通会計で
は、歳入決算額は2,392億円、歳出決算額は2,310億円となっ
ています。

歳入面では、市税収入などの市が独自に確保できる自主
財源*が少なく、国から交付される地方交付税などに頼っ
ています。

歳出面では、すぐに縮減することが難しい経費である
扶助費、公債費の割合が高くなっています。他都市と比
較してみると、歳入に占める市税の割合は23％で、中核
市平均（35％）と比較して小さくなっています。

また、地方交付税の割合は16％で、中核市平均（10％）
の1.6倍となっています。

一方で、歳出に占める義務的経費（人件費、扶助費、
公債費）の割合は58％と、中核市平均（53％）を上回っ
ています。義務的経費はすぐに縮減することが難しいた
め、歳出における自由度が小さくなっています。

【歳入】

*自主財源
市税、使用料及び手数料、財産収入など自治体が自主的に収入できる財源のこと。

*依存財源
地方交付税、国・県の支出金、市債など、国や県の意思決定に基づいて収入される財源のこと。

*

*
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【市税収入】

1 ⻑崎市を取り巻く状況

長崎市の市税収入は、個人市民税、法人市民税、固定資産
税、都市計画税などで構成されており、特に個人市民税と
固定資産税が大きな割合を占めています。
市税収入全体としては、景気の回復や民間により実施され

てきた大型事業の効果などから、左表の棒グラフで示すと
おり、令和５年度の決算額と比べ、令和６年度から11年度
までの各年度とも増加することを見込んでいます。

※R6の個人市民税額は定額減税の実施により減となるもの。

一方で、個人市民税については人口推移による影響
を受けやすく、 左表赤色の折れ線グラフで示すとおり
、長崎市の人口（※）は今後５年間で約２万１千人の
減が見込まれることから、棒グラフのとおり個人市民
税は減少していく見込みです。
青色の折れ線グラフは、生産年齢人口に占める納税

義務者数を示しており、減少傾向となっています。
緑色の折れ線グラフは、65歳以上の老年納税義務者数

を示しており、こちらは横ばいとなっています。
（※）推計人口については、国立社会保障・人口問題研究所のR5推計値における各年の数値

に、R5実績等 を加味した数値を使用。 8
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1 ⻑崎市を取り巻く状況

【市債残高】

長期にわたって使用される道路や学校など、公共施設の整備や保全・更
新の際には、市の財政負担を平準化し、世代間の住民負担を公平にするた
め、市債の借り入れ（借金）を行っています。

令和５年度末の市債残高は2,631億円となっており、市民一人あたりの市
債残高（66万９千円）は、中核市平均の1.7倍と高い水準になっています。

令和６年度以降、市債残高は逓減する見込みですが、後年度に全額、国
から支援される臨時財政対策債*が減少し、支援がない、または支援される
割合が低い市債の残高は上昇していく見込みとなっています。

*臨時財政対策債
本来なら普通交付税として交付されるべき金額の一部について、その原資となる国税収入が不足することから、自治体がその不足額を補填するために発行する地方債。

この地方債の元利償還金の全額が、後年度の普通交付税額に算入される。

＊財政調整基金
年度間の財源の不均衡を調整することなどを目的に設けられた基金。

＊減債基金
地方債の償還のための資金を積み立てることを目的に設けられた基金。

長崎市の貯金である基金について、令和５年度末の残高は420億円です。
このうち、財政運営のための基金残高は192億円となっており、市民一人あ
たりの財政運営のための基金残高（４万９千円）は、中核市平均の1.2倍程 度
となっています。今後も厳しい財政運営が続き、令和11年度末で基金残高は
108億円を見込んでいます

【基金残高】

9

1 ⻑崎市を取り巻く状況

社会情勢の変化や行政需要に的確に対応するため、行政サテライト機能再編成*をはじめ、市役所組織の改
編を行うとともに、民間委託等を推進しながら、効率的かつ効果的な組織体制づくりに取り組んできました。

あわせて、必要な業務量を把握しながら、その業務量に応じた適正な人員を配置できるよう定員管理を
行っています。

デジタル化

デジタル技術の進展に伴い、市民サービスの向上と行政の効率化を目指し、市民が窓口に足を運ぶことな
くオンラインで各種申請手続きを行える電子申請サービスの導入、キャッシュレス化の推進による窓口や納
付書、オンライン手続きに係るキャッシュレス対応、さらには、事業者がオンラインで契約手続きが完結で
きる電子契約システムの導入など、市民と行政の双方にとって利便性の高い環境整備を進めています。

定員管理

*行政サテライト機能再編成
住民ニーズの多様化、人口減少や少子化・高齢化の進展など、長崎市を取り巻く環境の変化に伴い、将来を見据え、地域のコミュニティと市役所が連携しながら、住民が住み慣れた地域をこれからも

暮らしやすい場所とするため、地域住民にとって「身近で」、「スピーディーに」、「地域の特性に合った」対応をする体制をめざし、平成29年10月1日に組織体制の再編成を行ったもの。
19か所の支所・行政センターはすべて「地域センター」とし、地域のまちづくり活動を支援する相談窓口や、市役所の証明・届出・申請書類などの受付を行っている。
また、市内の４つのエリアに職員が現場に出向く拠点となる「総合事務所」を設置。土木技術員や保健師、生活保護のケースワーカーなどの職員をチームで配置し、生活道路や公園の改良、維持補修、

地域の健康教室、健康相談、生活保護の調査決定を予算や決定権を持って行っている。
「地域センター」は地域の相談ごとを、「総合事務所」は地域に身近な土木や保健などの仕事を集めて「地域で担当」する、いわゆる横割りを組み込んだ組織にして地域を応援しやすい体制とした。 10

(2) 今後の見込み
このまま人口減少、生産年齢人口の減少、少子化・高齢化がさらに進むと、あらゆる分野で担い手が不足す

ることによる雇用の減少や生活利便性の低下、地域魅力の低下など、社会的・経済的な課題が見込まれます。

1 ⻑崎市を取り巻く状況

人
口
減
少

生活関連サービスの減少

地方行財政の悪化（税収減等）

公共交通の撤退・縮小

地域コミュニティ機能の低下

空き家・空き店舗などの増加

学校の統廃合

雇用の減少

生活利便性の低下

地域魅力の低下

さらなる
人口減少

人口減少の克服

人口減少対策 こうした中、長崎市では、人口減少対策の中でも特に
「経済再生」と「少子化対策」の分野に注力するとともに、
これらの基盤づくりとして「新市役所創造」を推進するこ
とを、令和５年度から令和８年度までの重点プロジェクト
として設定し、施策の重点化を図り、様々な取組みを進め
ています。

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
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1 ⻑崎市を取り巻く状況

人口減少対策については継続して取り組みますが、人口減少社会は待ったなしの状況です。
今後とも限られた経営資源の中で、複雑化・多様化する行政需要に応えていくためには、全体最適を図り

ながら行政運営を行う必要があり、市民等との対話を行いながら必要な取組みを進めていくことが重要です。
このようなことから、長崎市の行財政運営に係る必要な視点や新たな考え方等を示します。

ヒトの視点
時代の変化に応じた行政課題や市民ニーズに的確に対応できるよう、

適切な定員管理を行っていく必要があります。

カネの視点
安定した行政サービスを提供し続けていくためには、税収の拡大等に

よる自主財源の確保を図るほか、経常経費の抑制や事業の見直しに積極
的に取り組むなど、限られた経営資源を有効かつ適切に活用し、将来に
わたって持続可能な行財政運営を行う必要があります。

モノ・情報の視点
AI*やIoT*などの革新的な技術の普及により、社会全体が大きく変化

していくことが予想されることから、これらの技術を効率的に活用する
ことにより、市民サービスを向上し、職員の業務効率化を図る必要があ
ります。

これらを踏まえ、新たな
行財政改革の方向性等を
示すため、長崎市行政経
営プランの見直しを図り
ます。

*AI
人工知能。Artificial Intelligenceの略。

*IoT
情報通信技術。Information of Thingsの略。人を介さず、自動車、家電など

あらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすること。 12
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２ 令和７年度予算
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２ 令和７年度予算
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国の予算

２ 令和７年度予算
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２ 令和７年度予算
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２ 令和７年度予算
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２ 令和７年度予算
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長崎市の予算

令和7年度 消防団関連予算（⻑崎市）

年額報酬、出動報酬

消防学校入校経費ほか

活動服、安全靴購入ほ
か

燃料費、吸管購入ほか

表彰物品購入、出初式会
場借上料ほか

イベント用消耗品、運営
費補助金ほか

格納庫光熱水費ほか

格納庫修繕費、
車両・機械器具修繕費ほ
か
ポンプ車２台購入
R8年度 納車予定

普通積載車１台、軽積載車
３台購入

小型動力ポンプ４台購入

団員報酬

団員研修費

団員被服費

災害防ぎょ費

式典行事費

団員確保対策費

施設維持管理費

施設・車両維持補修費

消防ポンプ自動車購入費

小型動力ポンプ積載車購入費

小型動力ポンプ購入費

項 目
181,777千円

1,383千円

8,367千円

4,144千円

8,415千円

30,071千円

13,235千円

35,681千円

74,000千円

24,200千円

10,000千円

予 算 主な事業内容

合計

391,273千円
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３ 国の動向
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２ 国の動向

消防団等を中核とした
地域防災力の充実強化
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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２ 国の動向
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル

29

４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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４ 消防団員の確保に向けたマニュアル
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５ 分団・部の統廃合
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５ 分団・部の統廃合

年度 条例定数 現 員 前年度比

令和元年度 2,944 2,662 －75

令和２年度 2,944 2,608 －54

令和３年度 2,944 2,581 －27

令和４年度 2,944 2,446 －135

令和５年度 2,944 2,391 －55

令和６年度 2,944 2,297 －94

令和７年度 2,944 2,243 －54

消防団員数の推移 （令和７年４月１日現在）
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５ 分団・部の統廃合

格納庫建て替え実績

年度 名称 構造・延面積 金額

令和元年度
第65分団1部・2部
（琴海戸根町）

木造平屋建て
約82㎡

約2,900千円

令和２年度
第28分団4部
（平間町）

木造平屋建て
約52㎡

約2,400千円

令和３年度
第31分団5部
（潮見町）

木造2階建て
約50㎡

約2,600千円

令和４年度
第58分団1部・2部・3部
（神浦下大中尾）

木造平屋建て
約93㎡

約3,600千円

令和５年度
第53分団1部・2部
（宮崎町）

木造平屋建て
約100㎡

約3,800千円
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